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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-別添 1-1 火災防護設備の耐震計算の方針」（以下「別添 1-1」と

いう。）に示すとおり，ハロンボンベ設備が設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を

有しており，火災を早期に消火する機能を保持することを確認するものである。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

ハロンボンベ設備の構造計画を表 2-1 に，ハロンボンベ設備及び容器弁の外観図を図 2-1，図

2-2 に示す。 

 

また，ハロンボンベ設備は，火災が発生している火災区域又は火災区画からの火災の火炎及

び熱による直接的な影響のみならず，煙，流出流体，爆発等の二次的影響を受けず，火災防護

上重要な機器等及び重大事故等対処施設に悪影響を及ぼさないように設置する。 

 

表 2-1 ハロンボンベ設備の構造計画 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

ハロン 

ボンベ設備 

容器弁は，ガスボンベにねじ込み固定する。

ガスボンベはボンベラックに固定し，基礎ボ

ルトによりボンベラックを建屋床のコンクリ

ート躯体に据え付ける。 

ガスボンベ 

及び容器弁 

図 2-1 

図 2-2 
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図 2-1 ハロンボンベ設備 外観図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 容器弁 外観図 

 

  

平面図 

ボンベラック 
（ボンベ押さえ） 

容器弁 

水平方向 

鉛直方向 

基礎ボルト 

（単位：mm） 

2
06
5 

5
8
5 

6
6
0 

1
7
6
0 

1160 

コンクリート躯体 

3
9
0 

約
1
3
0 

約 100 約 60 

（単位：mm） 
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3. 固有値解析及び構造強度評価 

ハロンボンベ設備の固有周期及び構造強度評価は，添付書類「別添 1-1 4. 固有周期」及び

「5.1 地震応答解析」に示す評価方針に基づき，３次元ＦＥＭモデルによる解析及び正弦波掃

引試験により固有周期及び構造強度を評価する。 

 

3.1 固有値解析及び構造強度評価方法 

3.1.1 固有値解析方法 

① ハロンボンベ設備の解析方法 

対象部位であるボンベラックについて添付書類「別添 1-1 5.1.2 解析方法及び解析モ

デル」に基づき，３次元ＦＥＭモデルによる解析を実施する。 

 

② 容器弁の解析方法 

容器弁は，正弦波掃引試験を実施する。 

 

3.1.2 構造強度評価方法 

ハロンボンベ設備の構造強度評価は，添付書類「別添 1-1 5.2 構造強度評価」に示

す評価方針に従い，構造強度評価を実施する。 

 

 

  



 
 

4 

N
T
2
 
補
②
 Ⅴ
-
2
-別
添
1
-
4 
R
5
 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

構造強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，添付書類「別添 1-1 3.1 荷重及び荷重の

組合せ」に示す荷重及び荷重の組合せを使用する。 

 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

構造強度評価に用いる荷重の組合せ及び許容応力状態は，ハロンボンベ設備の評価対象

部位ごとに設定する。荷重の組合せ及び許容応力状態を表 3-1 に示す。 

 

3.2.2 許容応力及び許容応力評価条件 

ハロンボンベ設備の基礎ボルトにおける許容応力は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の

基本方針」に基づき表 3-2 に示す。 

また，ハロンボンベ設備におけるボンベラック並びに基礎ボルトの許容応力評価条件を

表 3-3に示す。 
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表
3
-
1 
荷
重
の
組
合
せ
及
び
許
容
応
力
状
態
（
設
計
基
準
対
象
施
設
）
 

施
設
区
分
 

機
器
名
称
 

耐
震
設
計
上
の
 

重
要
度
分
類
 

機
器
等
の
区
分
 

荷
重
の
組
合
せ
 

許
容
応
力
状
態
 

そ
の
他
発
電

用
原
子
炉
の

附
属
施
設
 

火
災
防
護
 

設
備
 

ハ
ロ
ン
ボ
ン
ベ
設
備
 

Ｃ
 

－
＊
 

Ｄ
＋
Ｓ
ｓ
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

注
記
 
＊
：
そ
の
他
の
支
持
構
造
物
の
荷
重
の
組
合
せ
及
び
許
容
応
力
状
態
を
適
用
す
る
。
 

 

表
3
-
2 
許
容
応
力
（
そ
の
他
の
支
持
構
造
物
）
 

許
容
応
力
状
態
 

許
容
限
界
（
ボ
ル
ト
等
）
＊
1
，
＊
2
 

一
次
応
力
 

引
張
り
 

せ
ん
断
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

1.
5
・
ｆ
ｔ
 

1
.
5
・
ｆ
ｓ
 

注
記
 
＊
1：
応
力
の
組
合
せ
が
考
え
ら
れ
る
場
合
に
は
，
組
合
せ
応
力
に
対
し
て
も
評
価
を
行
う
。
 

＊
2
：
当
該
の
応
力
が
生
じ
な
い
場
合
，
規
格
基
準
で
省
略
可
能
と
さ
れ
て
い
る
場
合
及
び
他
の
応
力
で
代
表
可
能

で
あ
る
場
合
は
評
価
を
省
略
す
る
。
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備
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応
力
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価
条
件
 

評
価
対
象
 

部
位
 

材
 
料
 

評
価
用
温
度
 

(
℃
) 

Ｓ
ｙ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｕ
 

(
M
P
a
) 

Ｆ
 

(
M
P
a
) 

ボ
ン
ベ
ラ
ッ
ク
 

S
T
K
R
4
00
 

4
0
 

（
雰
囲
気
温
度
）
 

2
4
5 

4
0
0 

2
8
0 

S
S
4
0
0 

(
厚
さ
≦
1
6
 m
m
) 

4
0
 

（
雰
囲
気
温
度
）
 

2
4
5 

4
0
0 

2
8
0 

基
礎
ボ
ル
ト
 

S
S
4
0
0 

(
径
≦
16
 
m
m)
 

4
0
 

（
雰
囲
気
温
度
）
 

2
4
5 

4
0
0 

2
8
0 

＊

＊
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3.3 解析モデル及び諸元 

「3.1.1 固有値解析方法」に示すハロンボンベ設備の解析モデルを図 3-1 に，解析モデルの

諸元を表 3－4に，ハロンボンベ設備の外観図を図 2-1 に示す。なお，解析コードについては，

「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要

については，添付書類「Ⅴ-5-1 計算機プログラム（解析コード）の概要 ・ＭＳＣ ＮＡＳＴ

ＲＡＮ」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 解析モデル 

 

  

基礎部 

拘束条件として，基
礎部を並進 3方向回
転 3方向固定として
設定 

ボンベラック 

部材と部材の接合は
剛接合 

ボンベ 

1 箇所あたり，ボンベ
1本分の質量の 1/2 を
設定（合計 3本） 

ボンベ集合管 

集合管の質量を設定 
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表 3-4 解析モデルの諸元 

 
材質 

(数値)
諸元(数値) 

縦弾数係数 

(MPa) 

断面積 

(mm2) 

断面二次モーメント 

(mm4) 

強軸 弱軸 

ボンベ 

ラック 

SS400 L65×65×t6 2.02×105 752.7 2.940×105 2.940×105

SS400 
C200×90×8 

×t13.5 
2.02×105 3865 2.490×107 2.770×106

STKR400 □75×75×t4.5 2.02×105 1217 9.860×105 9.860×105

基礎 

ボルト 
SS400 M16×16 本 ― ― ― ― 

温度条件 

(℃) 
― 40 ― ― ― ― 

質量(kg) ― 736 ― ― ― ― 

ポアソン 

比 
― 0.3 ― ― ― ― 
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3.4 固有周期 

ハロンボンベ設備の固有値解析結果を「3.4.1 ハロンボンベ設備」に，ハロンボンベ設備の

容器弁の固有値解析結果を「3.4.2 容器弁」に示す。 

 

3.4.1 ハロンボンベ設備 

ハロンボンベ設備の固有値解析結果を表 3-5 に，振動モード図を図 3-2 に示す。なお、

固有周期は であり剛であることを確認した。 

 

3.4.2 容器弁 

容器弁の固有値解析結果を表 3-6 に示す。表 3-6 より，容器弁は剛であることを確認し

た。 

 

表 3-5 ハロンボンベ設備の固有周期         （単位：s） 

設備名称 方向 固有周期 

ハロンボンベ設備 

水平 

鉛直 

 

表 3-6 容器弁の固有周期            （単位：s） 

機器名称 方向 固有周期 

容器弁 

水平 

鉛直 

 

  



 
 
 

9 

N
T
2
 
補
②
 Ⅴ
-
2
-別
添
1
-
4 
R
5
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 長辺方向モード  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 短辺方向モード  

 

図 3-2 振動モード図 

 

 

 

長辺方向 

鉛直方向 

短辺方向 

長辺方向 

鉛直方向 

短辺方向 
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3.5 設計用地震力 

ハロンボンベ設備の耐震計算に用いる設計用地震力については，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計

用床応答曲線の作成方針」に基づく。 
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4. 機能維持評価 

4.1 動的機能維持評価方法 

ハロンボンベ設備は，添付書類「別添 1-1 5.3 機能維持評価」に示す評価方針に従い，機

能維持評価を実施する。 

なお，機能確認済加速度には，対象機器の加振試験において動的機能の健全性を確認した最

大加速度を適用する。 
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5. 評価結果 

ハロンボンベ設備の構造強度評価結果及び機能維持評価結果を以下に示す。なお，発生値は許

容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを

確認した。  

  

(1) 構造強度評価結果  

構造強度評価の結果を次頁の表に示す。  

  

(2) 機能維持評価結果  

動的機能維持評価の結果を次頁の表に示す。  
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